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経済同友最前線

これまでの外交戦略では
通用しない。
国力の低下を、これまで以上に
外交力の強化によって
補う必要がある。 ?
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内・外政、安保・
経済などの

政策をリンク
させる総合性

3
官民・党派を
問わず

広く人材活用
する総合性

4

事前・事後の
対処を見据えた

時間軸上の
総合性

1
多国間外交に
備えた

地理的範囲
の総合性

2

　激しく変化する国際情勢と日本の存在感の希薄化を踏まえ、今後の日本外交・安全保障政策はいかにあるべきか―。
総合外交戦略委員会では、それを日本社会に問うことを一つの目的として提言を2月3日に発表した。提言では「日本
創生」を実現し、国際社会の課題に主体的に携わっていくための総合的な外交戦略を示している。

＊詳しくはhttp://www.doyukai.or.jp/policyproposals/articles/2010/110203a.html

提言  総合外交戦略委員会（大歳卓麻委員長）

世界構造の変化と日本外交新次元への進化
～日本力を発揚する主体的総合外交戦略～ 

Ⅱ
なぜ、
総合外交戦略が
求められているのか

Ⅰ
国際社会における
日本外交の
役割は何か

・新興国の台頭など
　国際的プレーヤーの多様化
・国際社会が直面する
　課題の多面化

日本の
国力低下

国際社会の課題 国際社会の中で
日本が進むべき道

国際的影響力を行使でき
るプレーヤーが多様化し、
国際合意を得ることが困
難になってきている。国際
合意はグローバル化が進
む国際社会における公共
財の一種であり、新たなメ
カニズムをめぐって模索が
始まっている。

意義ある国際合意形成
が困難な現状において、
核となる有志の国家や
集団を結び付け、国際ガ
バナンスを機能させるた
めの日本外交が必要。

国際情勢と日本の国際的地位

新しい
国際秩序
の模索

国際合意の
困難化 国際社会を

「つなぎ直す」
ファシリテーター
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Ⅲ
総合外交戦略を
展開する分野は

Ⅳ
外交政策を支える
体制整備は
いかにあるべきか

日本外交の資産「日本力」を活かす

総合外交戦略を
展開する4つの分野

●資源供給源の多様化
●資源開発、取引にかかわる
　国際ルール策定・強化
●産出国／消費国対話メカニズム構築
●希少資源が不要となる新技術・代替物
　開発、リサイクル推進、備蓄増加  etc

●「国家安全保障会議」設置
●武器輸出三原則の弾力的運用
●集団的自衛権行使の容認
●シーレーンの安全確保
●日米同盟の再定義  etc

●WTO 体制の強化
●開放的な経済ネットワーク維持・拡充
●FTA／EPAネットワークの戦略的展開
●アジア太平洋地域の経済連携促進
●農業の国際競争力強化  etc

●国連ミレニアム開発目標の達成
●海外経済協力会議の活用
●低炭素社会づくりに資する
　案件への資金投入
●JICA 投融資機能等の活用  etc

③資源・エネルギー、食料

①安全保障体制

④国際協力

②通商・経済外交

日本力

日米安全保障体制

日本の文化・歴史を背景
とした理念・価値観

経済力／技術力

国家安全保障会議の設置による外交政策の
司令・調整機能と、戦略策定機能の整備。

情報収集・分析機能を充実させ、政府内で統一された
情報管理・保全制度を構築する。

優れた政治判断を支えるインフラとして民間シンクタン
クを設立し、日本外交の構想力を強化する。

国際的な合意形成の場で、日本の主張・価値観を発信し、
活躍できる人材を養成する。

①政府の外交機能強化

③シンクタンク設立

②政府の情報収集・分析・管理機能の強化

④ニュー・エリートの養成

日本政府の
外交力強化

基盤整備

国際秩序の安定･発展に
寄与してきた実績


